
 
 

平成２２年度 宮城県社会福祉協議会 事業報告 

 

〔経営理念〕 
 宮城県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）は，本県における地域福祉推進の中核機関として，市（区）町村社会福祉協議会（以下「市町村社協」という。）

をはじめ福祉諸団体，ＮＰＯ法人，ボランティア等幅広い関係者との連携・協働のもと，高い公益性とともに民間法人としての自主性，創造性を発揮して，『誰も

が身近な地域で安心していきいきと暮らせる地域づくり』に取り組み，豊かな福祉社会の実現を目指します。 
 
経営理念の実現に向け，経営方針，経営目標，行動計画のもと，平成２２年度事業を実施しました。 
経営

方針 
経営目標 行動計画 平成２２年度事業計画 事業実績の概要 成果・課題等 

分冊 

該当貢 

１．

地

域

福

祉

を

総
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推

進

し

ま

す
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(1)市町村

社 協 が

行う地 

域にお 

ける支 

え合い 

の 仕 組

み づ く

り と そ

の 運 営

を 支 援

します。 

 

イ 市町村社協地域

福祉活動計画の策

定及びその実践に

対し，個別的，専

門的支援を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 生活支援型社協

に向けての充実を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

ハ 地域福祉推進基

礎組織の設置及び

発展を支援しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 市町村社協職員

の養成を支援しま

す。 

 

全市町村社協が今後，地域福祉活動計画を

策定できるように所要の支援を実施します。 

（イ）策定する社協との連絡会議の開催 

（ロ）策定する社協への委員派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域で発生する生活課題・福祉課題を市町

村社協と住民等が地域の中で受け止めてい

く仕組みの構築に向けて，日常生活自立支援

事業，生活福祉資金貸付等の事例集の作成に

取り組みます。 

 

 

 

 

地域における支え合いの仕組みの単位と

なる「小地域福祉活動」の現状と課題を研究

し，その有効性をモデル社協で実施し，市町

村社協への普及を目指します。 

（イ）指定市町村社協（みやぎボランティア

総合センターと協働）の小地域福祉活

動への参画 

（ロ）研究成果に係る報告会の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉推進の要である市町村社協の役

職員・事業職員等の「地域福祉の理念」に関

する専門性をより高め，住民との協働が進む

ように育成・支援します。 

（イ）全国社会福祉協議会主催研修会等への

市町村社協職員の派遣 

（ロ）市町村社協役職員の研修（会議）の実  

   施 

     

 

（概要） 

勉強会の開催を通して具体的進め方

等を共有すると共に，策定委員として

も参画して，客観的視点の助言を行っ

た。 

（実績） 

・７月５日     １３社協１９人 

・涌谷町社協策定委員会に外部委員と

して職員を派遣    延べ１０回 

・富谷町社協策定委員会に外部委員と

して職員を派遣       延べ６回 

・七ヶ浜地域福祉推進会議実務者会議

へ職員派遣         ５回 

 

（概要） 

実践研究委員会を３テーマで設置

し，少人数による議論を進めた。 

（実績） 

・社協成年後見のあり方    ７回 

・社協ＶＣのあり方      ７回 

・社協と生活福祉資金     ５回 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

市町社協と協働のもと，２２年度よ 

り３カ年の指定を行い，福祉教育を切

り口にした小地域における自発的な住

民による地域福祉活動の活性化を図り

ました。 

（実績） 

・地域指定福祉教育推進事業 

 指定社協での運営委員会等開催 

指定社協 
担当者

会議 

運営委

員会 

登米市 ２回 ３回 

柴田町 １回 ５回 

七ヶ浜町 ４回 － 

・地域指定福祉教育についての勉強会

開催            ２月 

 ①場所…登米市迫公民館 

 ②講師…岩手県立大  山本准教授 

・地域指定福祉教育推進事業 担当者

による打ち合わせ実施    ３月 

 

 

 

 

 

（概要） 

全国研修への派遣や研修会等を開催

することで職員のスキルアップを図り

ました。 

 

 

（成果） 

 策定に着手する社協が

２ヶ所増え，進め方も住

民を巻き込むなどの工夫

も見られた。 

（課題等） 

・県全体では３分の１の

策定に留まっており，

策定率向上の働きかけ 

 

 

 

 

 

（成果） 

 少人数で進めたことに

より，より具体的な議論

が展開された。 

（課題等） 

・研究と成果を実践する

「モデル地区」設定が

必要 

 

 

 

 

 

（成果） 

 社協と地域住民がとも

に地域のことを考える機

会ができた。 

（課題等） 

・成果報告の場の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

市町村社協の職員を講

師に招くことで，より具

体的な事業推進の例示な
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（ハ）第６回社協フォーラムの開催 

  

（実績） 

・全社協主催研修会９市町社協１１人 

・社協基礎勉強会 

     ４・６・７月，３回４５人 

・会長・事務局長会議 

     ６月，１回３４市町村社協 

・局長会議   

１０月３２市町村社協 

２月３１市町村社協 

（概要） 

地域福祉の推進のために「小地域福

祉活動の展開」をテーマにフォーラム

を開催しました。   

（実績） 

・１１月宮城大学で開催 出席９８人 

             

どができた。 

（課題等） 

・研修や会議に参加でき

ない市町村社協のフォ

ロー 

 

 

 

 

（成果） 

 住民が主体的に活動す

ることの自主発表は，住

民を一番強くすることで

あり，フォーラムの意義

が高まった 

（課題等） 

・幅広い県民の参加 
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(2)社会的

援 護 を

必 要 と

す る

人 々 へ

の 自 立

生 活 支

援 の 充

実 を 目

指 し ま

す。 

 

イ 生活福祉資金貸

付事業を推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に，最近の経済状況の悪化による離職者

の急増など社会的背景を踏まえ，生活福祉資

金（総合支援資金，福祉資金，教育支援資金，

不動産担保型生活資金）及び臨時特例つなぎ

資金の貸付を行います。 

（イ）借入申込世帯のニーズに応じた資金の

貸付促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）「債権管理適正化計画」を策定し，適

正な債権管理の実施 

 

 

          

 

 

 

 

（ハ）介護福祉士等修学資金貸付事業（福祉

人材センターと協働） 

 

 

 

 

 

 

（ニ）新たに相談員を配置し継続的な支援 

の実施 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

低所得者世帯，高齢者世帯，障害者

世帯また失業により生計の維持が困難

となった世帯に対し，生活福祉資金の

貸付を行うことで，経済的自立と生活

意欲の助長促進を図り，安定した生活

を送れることを支援してきました。 

（実績） 

[貸付状況] 

資金種類 
決定 

件数 

決定金額 

（千円） 

総合支援資金 124 60,689 

総合支援資金 

（延長分） 
53 27,401 

福祉資金 41 30,288 

緊急小口資金 133 12,158 

教育支援資 90 43,953 

不産担保型 0 0 

要保護不動産 3 23,551 

つなぎ資金 20 1,925 

合計 464 199,965 

[東日本大震災における緊急小口資金

特例貸付]３月２７日～３１日 

審査件数 決定件数 決定金額

（千円） 

4,747 4,684 656,580 

（概要） 

債権状況に応じた債権管理適正化計

画を策定し，適正な債権管理に努めま

した。 

（実績） 

・償還指導         ２０回 

・督促状発行     １，８９８通 

・残額のお知らせ発行 ４，３８３通 

・発行月 ４・７・１０・１月，４回 

（概要） 

県内福祉人材の確保を図るため，養

成施設を通じた修学資金の貸付を行い

ました。 

（実績） 

・貸付審査     ６・８月，２回 

・貸付件数        １３８件 

 

（概要） 

相談体制の充実を図るため継続した

相談員配置を行いました。 

（実績） 

 

 

 

 

 

（成果） 

各種資金の貸付によ

り，世帯自立を促進しま

した。 

（課題等） 

・確かな制度理解によら

ない他機関からの紹介

等による問合せ・申込

者が多くみられた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

世帯状況に応じた指導

及び免除等の対応を行い

ました。 

（課題等） 

・世帯状況に応じた借受

人への償還計画の策定 

 

 

（成果） 

県内福祉人材の確保を

図るために当該養成校か

ら推薦者へ貸付を行いま

した。 

（課題等） 

・貸付修了者に関する毎

年の就職状況確認 

（成果） 

増加している相談者へ

の対応の向上が改善され

ました。 
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ロ 日常生活自立支

援事業（まもりー

ぶ事業）の充実強

化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 東北中国帰国者

支援・交流センタ

ーを運営します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期的な訪問により日常生活に不安を持

つ方へ，福祉サービス利用援助・日常的金銭

管理サービス等の自立生活のサポートを行

います。 

（イ）ニーズに対応した福祉サービス利用援

助等事業の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）地域に密着したサービスを実施するた

めの基幹型社協への委託推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国帰国者の地域の定着・自立を目指し，

ニーズに即した支援や事業などを実施しま

す。 

（イ）東北６県の自治体，民間団体の支援（情

報交換会，ボランティア研修会，移動

交流事業等） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・配置先     ７市町社協，本会 

・配置人数  １４人（本会１名含む） 

 

 

 

 

（概要） 

定期的な訪問による生活変化の見守

りを行いながら関係機関と連携・協力

し支援を進めてきました。 

（実績） 

 

実利用者    ４５７人 

新規契約者     ８８人 

解約者     ８０人 

初期相談件数    ２５７件 

利用者・関係機関

等との連絡調整及

び支援件数 

 

１９，５２９件 

 

 

 

 

（概要） 

 柴田町社協及び気仙沼市社協への事

業委託に向けた具体的な協議を行いま

した。 

（実績） 

・柴田町社協との協議 

事業委託することで仙南圏域社協間

の合意形成が図られましたが，柴田町

長・福祉行政の理解が得られず(他市町

の受託は認められない。あくまでも県

社協の事業との見解)，白紙となりまし

た。 

・気仙沼市社協との協議 

南三陸町社協も交えた具体的事務協

議を行い，平成 23年４月から事業委託

が決定しましたが，東日本大震災・津

波被害を受け，気仙沼市社協・南三陸

社協事務所が全壊したために，23 年度

４月委託が延期されました。 

 

 

 

 

（概要） 

 中国帰国者が地域の中で安心して生

活を送ることが出来るよう，関係機関

と連携を図りながら支援の輪を広げる

取り組みを行った。 

（実績） 

・東北連絡会     ６月，１８人 

・圏域自治体研修会講師派遣 

        ７・９・２月，４人 

・ボランティア（支援者）研修会 

       ６月，宮城県 ６４人 

       ９月，岩手県  １９人 

・移動交流会及び体験外出（福島県） 

６月，宮城・福島４５人 

・移動交流会(秋田県)  ７月,１７人 

・移動交流会(岩手県)  ９月,３２人 

・移動交流会及び体験外出(山形県) 

１０月,宮城・山形６４人 

・移動交流会(青森県) １１月,４１人 

・東北圏域日本語交流会・体験外出 

 ８月,９９人 

・移動交流会(仙台市太白地域) 

                   １０月, １６人 

・要介護者等訪問    ２月，２人 

 

（課題等） 

・配置体制の継続維持 

 

 

 

 

（成果） 

 関係機関とのチ－ムケ

ア体制が確保された役割

分担・協力・連携のもと

に利用契約・支援を行い，

利用者が安心して自立し

た生活ができる支援を行

いました。 

（課題等） 

・利用者の増加に伴い多

種多様・複雑化した化

した相談が増えたこと

による職員の資質の向

上 

・迅速かつ適切に対応出

来るシステム作り 

（成果） 

 具体的な協議を進め，

気仙沼・本吉圏域を気仙

沼市社協に代表的（基幹

的）社協として事業委託

が決定しました。（3/11震

災のため延期） 

（新たな課題等） 

東日本大震災により気仙

沼支部及び石巻支部事務

所が全壊し，早急な再

建・復興が必要です。（財

源確保等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

仙台市太白地域で地域

の関係機関と連携を図り

移動交流会を開催し，地

域での支援の輪を作るこ

とが出来た。 

（課題等） 

・仙台市太白地域をモデ

ル地域として設定し，

他地域への推進 
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1-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

ニ 高齢者・障害児

（者）及びその家

族からの相談に応

じ，支援します。 

 

専門的機関として総合的に受け止め（ワン

ストップ相談），必要な機関と相談機関連絡

会議を実施するなど連携・協力のもと各相談

を実施します。 

（イ）宮城県高齢者総合相談センター事業の 
実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ロ）国から受託した就業・生活支援センタ

ー事業の実施  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ハ）障害児等療育等支援事業の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ニ）宮城県発達障害者支援センター事業の 

実施    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）市町村から受託した障害者相談支援事

業の実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 高齢者及びその家族が抱える保健，

福祉，医療等に係る様々な心配ごとや

悩みごと，生きがい健康づくり等の一

般相談や法律，医療，介護等の専門相

談に応じるとともに地域に出向いて市

町村社協と共催する巡回相談の実施並

びに外出できない高齢者等を対象にし

た特別電話相談を実施してきました。 

 また，市町村社協を初め相談関係機

関との連携を図るため，高齢者関係相

談機関連絡会議等を開催しました。 

（実績） 

〔相談概要〕 

一般相談 専門相談 特別電話相談 

1,781件 ３５８件 ６１件 

・相談関係機関連絡会開催 

       ７月 １４機関２２人 

（概要） 

 就職や職場への定着が困難な障害者

及び就業経験のない障害者に対し，就

業及びこれに伴う日常生活，社会生活

上の支援を行ってきました。また，就

業前準備訓練，職場定着支援及び事業

所開拓等を関係機関との連携の下，障

害者の職業的自立に向けた支援を推進

してきました。 

（実績） 

・「Link」「わ～く」で受託実施 

事所 相  件 数

（件） 

就職（人） 

Link 4,871   ３９ 

わ～く   4,525   ３０ 

（概要） 

 市町村が実施する障害者相談支援事

業と連携して相談員を配置し，身近な

地域で障害児等及びその家族が療育相

談・指導を受けられる体制整備に努め

てきました。 

（実績） 

・ぱれっと    受託実施８１８件 

 

（概要） 

 発達障害児（者），その家族，障害児

（者）施設及び保育所等に対し来所，

電話及び電子メール等で発達支援や就

労支援を実施してきました。また，関

係施設及び関係機関等に対する普及啓

発及び研修を行ってきました。 

（実績） 

・「えくぼ」（延べ） 

相 談

支 

発 達

支 

就 労

支援 

研 修

会 

1,508 229 36 8 

・移動相談会        ４２回 

（概要） 

 市町村から受託した相談支援事業と

して，対象市町村に居住する障害者や

その家族からの日常生活や福祉サービ

スに関する様々な相談に対応し，利用

者のニーズに即した支援をおこなって

きました。 

（実績） 

〔相談概要〕（件） 

事業所 受託市町村 相 談 件

 

 

 

 

（成果） 

県内全域をカバーする

機関の一つとして，高齢

者や障害児者及びその家

族の方々等への支援を図

ることができました。 

（課題等） 

・高齢者総合相談センタ

ー事業の位置づけと運

営の検討 
 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

就職実績は，「Ｌｉｎ

Ｋ」３９人，「わ～く」３

０人とともに順調な成果

を挙げました。 

（課題等） 

・事業内容の周知 

・多様な実習先の確保 

・手帳の習得の難しい

方々の対応 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 事業所としての周知が

図られ，相談件数が増え

ました。内容的には，発

達障害関係が増えてきま

した。 

（課題等） 

・支援の充実を図るため

職員のスキルアップ 

（成果） 

 専門相談員の継続雇用

で継続した相談ができ相

談者及び関係機関から評

価を得ました。 

（課題等） 

・相談者の増加により相

談が複雑化し，対応す

る職員のスキルアップ 

 

 

 

 

（成果） 

 地域における様々な相

談窓口として可能な限り

ニーズに即した支援を行

ったきました。 

（課題等） 

・自立支援協議会の活用 

・ネットワークの強化 
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,101 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2- 

101 

 

 

 

 

 

 

 

2- 

131 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2- 

87 

,99 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（へ）精神障害者夜間等相談窓口事業の実 

施   
 

数 

時や 大崎市，涌

谷町，美里

町，色麻町，

加美町 

1,946 

ぱ れ っ

と よ し

おか 

大和町，大

衡村，富町，

大郷町 

1,099 

ぱ れ っ

と さ  の

う 

多賀城市，

利府町，松

島町，七ヶ

浜町 

1,233 

ぱ れ っ

と さ と

のもり 

岩沼市，亘

理町 

1,978 

（概要） 

 精神障害者及び家族等からの専ら医

療の必要性の少ない一般的な電話相談

に対して，休日夜間において電話相談

を受け付けてきました。 

（実績） 

・援護寮で実施    ５，５４２件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 相談窓口として定着

し，相談者の安心感に繋

げてきました。 

（課題等） 

・単年度契約の中での専門

性をもった職員の確保 
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(3)ボラン

テ ィ

ア・市民

活 動 を

推 進 し

ます。 

 

イ 市町村社会福祉

協議会ボランティ

アセンター活動へ

の支援を強化しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 人材の育成と各

種団体（組織）と

の広域連携を推進

します。 

 

 

 

市町村社協ボランティアセンター運営や

ボランティア事業の質的向上を目的に，専門

的な助言や相談，事業の協働実施をとおして

支援を行います。 
（イ）福祉教育を切り口とした小地域福祉活

動の活性化事業（地域指定福祉教育推進

事業） 

（ロ）ボランティアセンター機能の改善に取

り組む市町村社協に対し，重点的支援の

実施  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ハ）交通海難労災遺児はげまし事業の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ニ）ボランティア基金によるボランティ 

アセンター運営の支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
市町村ボランティアセンター等で中核を

担う人材であるボランティアコーディネー

ター等の育成と市民活動支援組織や広域事

業を実施する組織との連携を推進します。 
 
 
 

 

 

 

 

○経営方針１-（１）-ハ （再掲） 

 

 

（概要） 

ボランティアセンター担当者会議， 

局長会議を開催し，課題を共有しまし

た。 

（実績） 

・社協活動実践研究会の開催 

 （地域福祉推進係 再掲） 

・市町村社協ボランティアセンター活

性化会議の開催  １・２月，３回 

 

 

 

（概要） 

市町村社協が行う交通海難労災遺児 

を励ます事業への助成を実施しまし

た。 

（実績） 

・市町村社協が行う交通海難労災遺児

を励ます事業への助成  １５社協 

 

 

（概要） 

市町村社協が行うボランティア・市 

民活動の振興をはかるための事業や，

全社協が行う研修への職員派遣費用に

対し，助成を行いました。 

（実績） 

①人口割りによる活動費助成 

          ３５市町村社協 

②先駆的事業助成 ４社協，５事業 

③全国研修派遣助成 

９社協，１１人 

 

 

（概要） 

ボランティア活動のコーディネート

を行う職員・スタッフの専門性の向上を

図ることをめざし，基礎研修を実施しま

した。 

また，地域福祉活動を推進するための

人材育成を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

ボランティアセンター 

（業務）の課題を担当

者・局長他と共有し，課

題解決の方策を探りまし

た。 

（課題） 

・研究会を通じ，ボラン

ティア・市民活動支援

機能を担う市町村社協

職員の継続したレベル

アップ 

（成果） 

市町村社協並びに民生 

委員の協力を頂き効率的

に行いました。 

（課題等） 

・助成金の全てが寄付金

収入であり，その額に

応じた事業展開となっ

てしまう。 

（成果） 

市町村が行うボランテ 

ィア市民活動の施策に対

し，活動費を助成し，活

動の推進が図られまし

た。 

（課題等） 

・先駆的なものと認められ

る事業への助成につい

て，ビジョンを示しても

らい本会との協働を働

きかける。 

 

（成果） 

県内各地でボランティ

アのコーディネーション

を行っている方々のスキ

ルや質を高める有効な研

修として実施できまし

た。 
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ハ  ボ ラ ン テ ィ

ア・市民活動の啓

発と情報提供を

推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ボランティア・市民活動を活発にするため

の情報提供と相談事業を実施します。 
（イ）ホームページ等による情報発信（再掲） 
（ロ）ボランティア情報誌の発行（再掲） 
（ハ）市民活動支援組織との連絡会 

 

（実績） 

・ボランティア活動支援業務担当者養

成研修の実施 

７・９月，２回，延べ９３人 

・地域福祉活動推進者研修実施 

   ①登米会場・３回，延べ６０人 

   ②岩沼会場・３回，延べ７４人 

 

 

 

 

 

 

 

（概要・実績） 

ホームページ等での情報発信を行い

ました。 

 ①助成金情報提供     ３９件 

 ②研修案内・周知      ５件 

 ③寄付金助成金仲介    １７件 

 ④物品貸し出し      ６１件 

・ボランティア情報紙を発行 

①情報紙「はらぼ」発行  

 ○１（７）ロ（ロ）（再掲） 
②個別団体等情報紙送付  ６０件 

・ボランティア保険の普及・促進 

       総件数：５，６８４件 

     総人数：２５３，４０４人 

地域福祉活動推進者研 

修を通じ，災害発生時被

災者支援を行う人材育成

ができました。 

（課題等） 

・住民が地域に潜在化す

る問題・課題を主体的

に考え，解決するため

に，地域で福祉活動を

推進する者の継続した

育成 

 

 

 

（成果） 

 活動者の活動に必要な 

情提供を行いました。 

（課題等） 

・タイムリーな情報収集

と提供 
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(4)高齢者

の 社 会

参 加 を

促 進 し

ます。 

 

イ 地域のシニアリ

ーダーとなる人材

を育成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 高齢者のスポー

ツ，文化活動を振

興します。 

 

 

 

多様な関心とニーズに対応できる学習・各

種講座等をとおし，高齢者の地域活動を推進

するリーダーの育成に努めます。 
（イ）宮城いきいき学園運営事業 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会参加を促進するためスポーツ・文化活

動を振興します。 
（イ）シルバースポーツ振興事業として全国

健康福祉祭（ねんりんピック・石川県）

への選手派遣 
 

 

 

 

（概要） 

高齢者の多様な関心・ニーズに対応

できる学習を幅広く且つ専門的に行う

とともに，地域社会の発展に寄与でき

る高齢者のリーダーとなる人材育成と

社会貢献活動への参加を図ってきまし

た。 

（実績） 

・宮城いきいき学園５校の運営（人） 

学園名 １学年 ２学園  計 

仙南校 ４２  ４７ ８９ 

大崎校  ５０  ４６  ９６ 

石巻校  ３６  ３５  ７１ 

気本校  ３０  ３４  ６４ 

登米校  ４７  ３９  ８６ 

 計 ２０５ ２０１ ４０６ 

・月２回の学習 各校２１回終了／年

間(２２回の学習予定のところ、東日

本大震災により卒業式未実施のた

め、平成２３年度中に各校ごとに卒

業式を実施予定。) 

・主なカリキュラム 

一般教養 

（環境問題，くらしのマナー 他） 

健康実践 

（高齢期の心と体，健康方法 他） 

地域貢献活動への参画・基礎科目 

（福祉社会を考える，ボランティ

アのすすめ 他） 

地域貢献活動への参画・実践活動科   

目（社会参加活動のすすめ，施設訪 

問他） 

 

 

 

（概要） 

高齢者のスポーツ振興を図るため，

高齢者のスポーツ・文化等の全国大会

である全国健康福祉祭（ねんりんピッ

 

 

 

（成果） 

卒業生は２，９７５人

（３月３１日現在） 

在園時に学んだ知識・技

術等を地域に還元したい

と考える卒業生は９割を

超えており，各地域で個

人又は団体で精力的に地

域貢献活動を実践してき

ました。 

（課題等） 

・卒業後の地域貢献活動

等の実態把握 

・具体的な進め方（窓口

等）のコーディネート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

同大会の参加を通し

て，高齢者のスポーツ推

進及び社会参加等に寄与
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ハ 高齢者の地域活

動，ボランティ

ア・市民活動への

参加を促進しま

す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ロ）宮城シニア美術展の開催 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
宮城いきいき学園の受講生・卒業生を含め

た地域のシニア層の方々の，地域活動，ボラ

ンティア・市民活動への参加を促進します。 

（イ）地域参加活動説明会（シニアの地域参

加・交流セミナー）                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）生きがい健康づくり推進協力員地域活

動支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）「いきいきライフみやぎ」の発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク）へ選手を派遣するほか，高齢者ス

ポーツの推進を図ってきました。 

（実績） 

○第２３回ねんりんピック石川大会

（１０月９日～１２日まで４日間）

への選手団派遣 

・会場地    金沢市他１０市３町 

・参加種目・人員 

２０種目・選手１３５人，役員７人 

・美術展部門（１０作品出展）       

日本画１作品金賞受賞 

・シルバースポーツ振興補助金交付        

８団体 

・県内で開催する中高年対象のスポー

ツ大会への経費の一部を補助 ２団体 

（概要） 

 高齢者による創作品（日本画・洋画・

書・写真・工芸）の募集・展示を通し

て文化活動を促進するとともに，全国

健康福祉祭（ねんりんピック）への出

展作品を併せて選考しました。 

○第１８回宮城シニア美術展（１２月

１６日～１９日の４日間）の開催 

・会場 県美術館 県民ギャラリー 

・出展数  

日本画２６点・洋画５６点・書１６点・

写真４１点・工芸２４点 計１６３点 

・入賞数       ２８点（５部門） 

 

 

 

 

（概要） 

学園の講座を一般に公開し，「宮城い

きいき学園開放講座」として，パネル

ディスカッションを開催し，地域住民

と共に豊かな地域社会づくりを目指し

たシニア世代の活動を考える活動の場

としました。同時に地域社会の発展に

寄与できるリーダーとしての研修の場

としてきました。 

（実績） 

・交流セミナー ５回開催（各学園１

回開催）参加者５８８人 

 

 

 

（概要） 

高齢者が健康で生きがいを持ち社会

参加活動を行えるよう，推進協力員に

委嘱し地域における高齢者の社会参加

の促進と意識啓発を図ってきました。 

なお，平成２２年度は，東日本大震

災により卒業式が中止になったことか

ら，平成２３年度中に卒業生全員に委

嘱状を交付することにしています。 

（実績） 

・生きがい健康づくり（地区大会） 

５回開催（各学園１回開催） 

参加者１，２３４人 

（概要） 

中高年層を中心とした県民に対し

て，高齢社会に対応した良質な情報を

提供し，社会参加及び生きがいづくり

等を促進してきました。 

（実績） 

・６月，９月，１２月に各１０万部発

行し，県内に配布しました。 

なお，３月発行を予定し準備してい

ましたが，東日本大震災により発行

しました。 

（課題等） 

・大会の認知度が低いこ

とから，広報面等の工

夫 

・平成２４年に「宮城・

仙台大会」が開催され

るため，大会の認知度

のアップを図り県民総

ぐるみの大会を目指

す。 

 

 

 

 

（成果） 

出展を励みに文化活動

が促進され，生きがいづ

くりへと結びつきまし

た。 

（課題等） 

・新規出展者増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

身近な地域において活

動可能な受け入れ団体や

資源等の情報を提供する

ことで，卒業後は各種活

動への意識高揚を図りま

した。また，公開講座の

ため地域ぐるみの展開も

可能となりました。 

（課題等） 

・地域住民の更なる参加

促進 

 

 

 

（成果） 

卒業生全員に委嘱状を

交付することで，活動に

対する意識の高揚が図ら

れました。 

（課題等） 

・地域住民の参加促進 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

高齢社会に対応した内

容が中心のため，中高齢

者の情報源の一つとして

定着しました。 

 また，地域で活動して

いる高齢者の紹介記事を

掲載することで，紹介者

及び読者の意識高揚や社

会参加等への意欲向上が
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（二）いきいきＳＵＮクラブ運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）みやぎエルダーネット支援事業 

中止になりました。 

・配布先は，市町村，関係機関及びＳ

ＵＮクラブ会員に５千部，（河北新報

社が）県内高齢者世帯にピンポイン

トで９，５万部配布しました。 

（概要） 

 高齢化社会において，豊かでいきい

きとした生活の実現に資するため，会

員制による各種情報の発信とサービス

の提供を行いました。 

（実績） 

・会員の加入促進活動 

 ７～９月入会キャンペーン実施 

１４０名の新規会員を獲得 

・ＳＵＮクラブニュース発行 

５・７・９・１１・１月(全５回発行) 

各９，０００部 

※３月号は震災の影響で発行中止 

・会員対象の講座，講習会の開催 

         １７回 ５１０人 

・会員対象の日帰りバス行事の開催 

         １０回 ５２５人 

・会員対象のスポーツ行事の開催 

          ２回 １５５人 

・会員感謝イベントの開催 

 ・いきいきシニア夏まつり(７月２９

日)東京エレクトロンホール９８５

人 

・いきいきシニア初春の集い(１月２７

日)東京エレクトロンホール８３９

人 

（概要） 

 退職サラリーマンの自主的運営組織

である「みやぎエルダ―ネット」の運

営を支援しました。 

（実績） 

・運営委員数         １５人 

・運営委員会        ７回開催 

・幹事会          ３回開催 

・実用シニア学の企画・開催 

      １２回開催，２，６８７人 

・みやぎ見聞録の企画・開催 

        ２５回開催，７５７人 

・エルダ―ネット元気通信 ５回発行 

・組織の方向性の検討 

 運営委員会や幹事会等にて検討した

結果，同組織は解散しました。 

図られました。 

（課題等） 

・更なる独創性のある新

しい高齢者観の醸成 

 

（成果） 

講座，講習会の回数増

における未参加会員の掘

り起こしが図れた。 

日帰りバス企画に対す

る会員の参加意識の向上

が図れた。 

（課題等） 

・エルダ―ネット事業終 

了による行事減少の代

替え企画の立案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

事業評価に基づき事業

終了しました。 
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(5)福祉諸

団 体 を

支 援 し

ます。 

 

イ 共に地域を支え

る民生委員・児童

委員活動へ支援し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域福祉を展開するため民生委員・児童委

員の活動を支援し，より活発な住民同士の支

えあいがすすむよう働きかけます。 

（イ）民生委員児童委員の階層別研修の実施 
  
 
    
 
 
   
 
 
  
 
（ロ）民生委員互助共励事業の実施  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（概要） 

 民生委員・児童委員の活動支援とし

て階層別研修を実施しました。 

（実績） 

・会長研修会  ６月，１回，１３６人 

・中堅研修会  ７月，１回，１２０人 

・主任児童委員研修会 

１０月，１回，１１１人 

・相談技法研修会 

１１月，１回 １０５人 

・新任研修会２月，３回，計８５２人 

（概要） 

 全国民生委員児童委員互助共励事業 

の申請・給付を行いました。 

（実績） 

（給付実績） 

一死 ７件 

配偶者死亡 １１件 

退任慰 １２件 

一傷病 ３９件 

 

 

 

（成果） 

 日頃関わりの少ない他

地域民生委員の情報交換

にも成果が見えた。 

（課題等） 

・研修後のフォローのた

めにも，各民協事務局

への支援 

 

 

 

（成果） 

 民生委員児童委員の互

助・共励に努めてきまし

た。 

 また，県民児協へ事務

事業を移管しました。 

（課題等） 

・事務事業移管後のフォロ    

 ー 
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ロ 福祉諸団体，Ｎ

ＰＯ法人等を支援

します。 

 

 

 

 

 

ハ 社会福祉充実の

ため要望の実現を

目指して関係機関

に働きかけを行い

ます。 

 

 

 

 

ニ 社会福祉の理念

の啓蒙・普及を図

ります。 

 

 
 
 
（ハ）民生委員児童委員活動との連携による

地域福祉活動の強化 
 
 
 
 
 
 
 
 社会福祉法人，業種別協議会，福祉 NPO
等の事業，活動に対し「地域福祉をともに進

める立場」から，必要に応じ協議・連携し，

支援していきます。 
 
 
 
 
福祉諸団体と連携して，社会福祉充実のた

めの要望をまとめ，関係機関に働きかけを行

います。 

 

 

 

 

 

 

 福祉関係６団体と共催のもと社会福祉の

理念の啓蒙・普及を図ります。 

 

災害見舞（居宅） ０ 

公務障害 ２ 

計 ７１件 

（概要） 

 民生委員児童委員活動との連携によ 
る地域福祉活動の強化を図りました。 
（実績） 

・子どもの夢ネットワーク 

会議８月３１日・１２月１４日 

研修会    ９月２５日 ８４人 

         ２月１２日 ９６人 

 

（概要） 

 経営協と協力して，施設法人の「社

会的役割」の確認のため，アンケート

を実施しました。 

（実績） 

 ・ＮＰＯの活動推進のための県が進め 

る「新しい公共」委員会へ出席 

 

（概要） 

 社会福祉充実のために関係団体から

要望をとりまとめ，国及び県に要望書と

して提出しました。 

（実績） 

・国（６項目）及び宮城県（１０項目）

への提出       ７月２７日 

・宮城県からの回答   ８月２５日 

 

（概要） 

 社会福祉関係者が一堂に会し，社会

福祉の理念の定着と豊かな福祉社会の

実現を目指し開催しました。 

（実績） 

・平成２２年１１月１８日名取市民会

館開催 

・参加者       １，２００人 

・受賞者         ９６３人 

・記念講演 鈴木ひとみ氏 

・おどり 宮城いきいきこでまり会 

 

 

 

（成果） 

 子ども支援組織とネッ

トワークが広がり，課題

共有が出来た。 

（課題等） 

・事業の継続 

 

 

 

（成果） 

 ３月実施で回収率が２

０％ということで，集計

に至らなかった。 

（課題等） 

・関係機関との連携 

 

 

（成果） 

 国（６項目）及び宮城

県（１０項目）への要望

書を提出しました。 

（課題等） 

・要望の実現に向けての対  

 応 

 

 

（成果） 

 福祉関係６団体と共催

で宮城県の福祉関係者が

一堂に会し，長年にわた

る社会福祉の向上に尽力

された方々を表彰しまし

た。 

（課題等） 

・なお一層の理念の普及 
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(6)有事の

際 の 災

害 支 援

活 動 を

円 滑 に

行 い ま

す。 

 

 

 

 

 

 

イ 災害時に備えた

福祉救援やボラン

ティア活動支援の

体制整備を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害時において福祉救援，ボランティア活

動支援が円滑に実施できるよう，行政，ＮＰ

Ｏ，地域住民等との連携，協働の体制整備を

進めます。 
（イ）市町村社協災害救援事業実施に際する

支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

（概要） 

災害ボランティアに関する基本的事

項に対する講師支援や出前講座の他，

災害を切り口として，地域活動や助け

合い，要援護者支援，福祉教育につな

がるテーマで市町村社協事業支援を行

いました。 

（実績） 

・災害ボランティアセンター設置訓練 

 月日 人数 

松島町社協 11/26 ５４人 

仙台市青葉区社協 11/18 １４０人 

南三陸町社協 2/25 ５０人 

塩市協 3 2 中止 

・災害ボランティアセンター運営中核

者研修の実施 

    ６月・２８人，７月，５４人 

・災害ボランティア運営サポーター研

修，会議の開催    ３月，２回 

・災害ボランティアセンタースタッフ

養成研修 

 ①県派遣指定職員研修 

６月，９６人 

 ②基礎研修 １１・２月，１０４人 

 ③スキルアップ８・９月，１００人 

  ※塩竈市社協開催予定の基礎研修

 

 

 

 

（成果） 

災害発生時，被災者支 

援を行う人材を，外部講

師を招いた研修を実施し

育成できました。また，

運営の中核を担う方々の

意識啓発も図れました。 

災害ボランティアセン 

タースタッフ養成研修を

県内３会場で４回開催

し，大規模災害発生時に

おけるボランティア受け

入れ体制の整備を図りま

した。 

（課題等） 

・災害が発生した場合，

被災地元の市町村社協

が災害ボランティアセ

ンターの担い手となる

可能性が高いため，本

事業を通し災害発生に

備えて人材の育成・養

成 
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ロ 宮城県災害ボラ

ンティアセンター

（以下「県災害Ｖ

Ｃ」という。）の

運営機能を強化し

ます。 

 
（ロ）災害時の助け合い活動，災害ボランテ

ィアの啓発 
 
 
 
 
 
 
 
 
県及びＮＰＯ法人みやぎ災害救援ボラン

ティアセンターとの連携により県災害ＶＣ

の運営機能を強化します。 
（イ）県災害ＶＣ運営訓練の実施 
（ロ）県災害ＶＣ連絡会議（県主催）に参加

し，連携，協働体制を整備 
（ハ）全国社会福祉協議会，北海道・東北ブ 

ロックからの要請による職員派遣 

について，震災により中止。 

（概要） 

柴田町社協の協力を頂き，災害シン 

ポジウムを開催しました。 

（実績） 

・災害ボランティアシンポジウムの開

催        １月，３００人 

・宮城県災害ボランティアセンターホ

ームページの運用      随時 

 

 

（概要） 

東日本大震災後，３月１２日に宮城 

県災害ボランティアセンターを設置

し，沿岸部の市区町を最優先に，災害

ボランティアセンターの立ち上げ・運

営支援のために，職員派遣や資機材の

提供等を行いました。 

（実績） 

・県災害ボランティアセンター運営訓

練の実           ９月 

・９．１総合防災訓練での県災害ボラ

ンティアセンター設置運営訓練の実

施             ９月 

・県災害ボランティアセンター支援連

絡会議に参加し，連携・協働体制を

整備（再掲）        ９月 

・東日本大震災後の被災地災害ボラン

ティアセンターの支援 

 ①本会職員の派遣 

    実人員３６人，延べ１９９人 

  ②近畿・中四国ブロック社協職員の 

派遣調整     延べ１７９人 

    ③宮城県災害ボランティアセンター 

支援連絡会の開催     ３月 

  ④沿岸部以外社協への職員派遣依頼 

（角田・利府・大崎各ブロック派

   社協へ依頼）       ３月 

 

（成果） 

災害ボランティアシン 

ポジウムの開催により，

災害を切り口とした地域

福祉の推進が図れまし

た。 

（課題等） 

・災害を切り口とした，

一層の地域福祉の推進 

 

（成果） 

県及びＮＰＯ法人みや 

ぎ災害救援ボランティア

センターの他，多くの団

体・機関との連携により

県災害ＶＣの運営機能を

強化しました。 

 東日本大震災により３

月１２日に協働型で県災

害ボランティアセンター

を立ち上げ支援を継続し

ています。 

（課題等） 

・継続運営のための中核

的人材の確保 
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(7)県民に

対し，わ

か り や

す い 福

祉 情 報

を 発 信

します。 

 

イ 福祉制度，福祉

課題等広く社会福

祉に関する情報を

提供します。 

 

社会福祉に関する情報を広報誌やホーム

ページにより，県民，社会福祉関係者に伝え

ます。 
（イ）福祉人材広報誌「はーとふる」の発行   

（ロ）第５６回宮城県社会福祉大会の開催     
（ハ）宮城県社協ホームページの運営  

 

 

 

 

 

 

（ニ）「福祉みやぎ」の発行 

 

 

 

○経営方針２-（１）-ロ‐（ホ）（再掲） 

○経営方針１-（５）-ニ（再掲） 

（概要） 

 法人ホームページの管理，運営を随 

時行い福祉に関する情報を迅速に提供 

するように努めてきました。 

（実績） 

・トップページアクセス数 

年間 ２８０，５１２件 

（概要） 

 福祉に関する意識の高揚と市町村社

協に係る理解の促進のために発行して

きました。 

（実績） 

・「福祉みやぎ」の発行     ６回 

 

 

 

 

 

（成果） 

 ホームページの適正な

管理，運営を迅速な情報

提供に努めてきました。 

（課題等） 

・より見やすいホームペ

ージレイアウトの検討 

（成果） 

 福祉情報や活動に関す 

る様々な情報を発信して 

きました。 

（課題等） 

・読者ニーズの把握 

 

 

 

 

 

1-4 
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ロ ボランティア・

市民活動関係情報

を提供します。 

 

 

 ボランティア・市民活動に役立つ情報を発

信します。 
（イ）ホームページによる情報発信 
（ロ）ボランティア情報誌の発行  
 
 
 
 
（ハ）いきいきライフみやぎ発行事業  

 

 

○経営方針１-（７）-イ‐（ハ）（再掲） 

（概要） 

 情報誌「こらぼ」でボランティア活

動に関する情報を発信してきました。 

（実績） 

・情報誌「こらぼ」の発行  １２回 
○経営方針１-（４）-ハ‐（ハ）（再掲） 

 

 

 

（成果） 

 ボランティア活動に有

益な情報を発信してきま

した。 

（課題等） 

・より有効な情報提供の

方法検討 
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２．

福

祉

人

(1) 福 祉

人材確

保の取

り組み

イ 関係機関との福

祉人材確保に関す

る課題等の共有，

連携・協働を推進

 福祉人材確保に関する課題等をハローワ

ーク，施設関係団体，職能団体と共有し，連

携して対応していきます。 

（イ） 宮城県福祉人材センター運営委員会

 

 

 

（概要） 

 

 

 

（成果） 
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材

の

確

保

と

育

成

に

向

け

た

取

り

組

み

を

推

進

し

ま

す

。 

 

の充実

を図り

ます。 

 

します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 福祉の仕事に関

するイメージアッ

プを図るための広

報等を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の開催 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）福祉・介護人材マッチング支援事業の 

展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）職場体験事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）関係機関団体との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材確保のため，県民及び学校へ幅広く広

報し，福祉の仕事の重要性をアピールしま

す。 

（イ）就職フェアの開催 

（ロ）福祉の職場説明会の開催 

（ハ）福祉の仕事ガイダンスの開催  

（ニ）学校等における移動相談会の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）広報誌「はーとふる」の発行  

        

 

 

 

 

 

 

（へ）福祉の仕事に関するポスター作成等 

宮城県福祉人材センター事業の円滑

かつ効果的運営を図るため，県社会福祉

施設経営者協議会等関係機関団体（委員

１２人）を構成メンバーとして開催しま

した。 

（実績） 

・運営委員会 １０月 運営委員  ８人 

運営委員会 ３月 運営委員 １０人 

（概要） 

個々の求職者にふさわしい職場を開

拓するとともに，働きやすい職場づく

り，円滑な就労・定着を支援する事業を

展開しました。 

（実績）                              

・就職面談会の地域開催  (３回) 

参加者１４９人  事業所２６か所 

・ハローワークにおける出張相談  

    ７９回 相談件数  ５９１件 

・施設・事業所訪問      １２４件 

・アドバイザーの派遣      １１件  

・ポスターの作成      ５００枚 

・ガイドブックの作成 １０，０００部 

・リーフレットの作成 １２，０００部 

（概要） 

福祉・介護の仕事に関心を有する方に

対して職場を体験する機会を提供しま

した。 

（実績） 

・体験延べ人数         ８７人 

・体験延べ日数        ５０２日 

・登録施設          ６６施設 

・福祉職場への採用人数      ７人 

(概要) 

ハローワーク・看護協会等，関係機関

団体との連携による福祉従事者の雇用

促進に努めました。 

（実績） 

・人材確保に向けた大学等への訪問 

               ５か所 

・みやぎ福祉人材確保推進協議会 

 開催：宮城労働局    ６月，１人 

・就職面談会における後援   ５団体 

 

 

 

（概要） 

福祉の仕事の重要性を伝え,人材を

確保するため就職面談会・移動相談会

等を開催しました。 

（実績） 

・就職フェア 

７月 求職者      １９５人 

      ２５事業所     ４４人 

 １１月 求職者      ２１０人 

     ４４事業所     ８８人 

・移動相談会  

１１月 仙台市（３回）   ２２人 

     塩釜市        ６人 

     大河原町       ５人 

  １月 仙台市       １５人 

  ２月 仙台市        ２人  

（概要） 

 福祉サービスへの理解と関心を高め

るとともに，社会福祉事業への就労促進

を図るため広報誌を発行してきました。 

（実績） 

・広報誌「はーとふる」発行 

  ９月・２月    各４，０００部 

 

（概要） 

人材確保対策事業等に

ついて，意見・情報交換

を行い，当センター事業

の共通理解に繋がった。 

（課題等） 

・事業の展開（状況）に

合わせた開催時期の検

討。 

（成果） 

地域に密着した就職面

談会の開催や事業所訪問

により，求人依頼や就職

面談会への参加実績に繋

がった。 

事業所が求める人材や

採用ポイント等を聞き取

り，求職者に情報提供す

ることができた。 

（課題等） 

・地域における求人開拓 

・各ハローワークでの相

談者（求職者）に対す

る継続的な支援 

（成果） 

体験により求職者の就

労意欲の向上及び職場の

理解に繋がった。 

（課題等） 

・体験後の求職者のフォ

ローアップ 

 

 

（成果） 

ハローワーク等の関係

機関の協力により，就職

面談会等の参加者・相談

者が増えている。 

（課題等） 

・関係機関との課題の共

有と連携 

 

 

 

 

 

（成果） 

福祉の仕事に対する理

解を深める機会となり，

窓口・インターネットの

利用に繋がっている。 

（課題） 

・求人・求職双方のニー

ズに合わせた効果的な

面談会等の開催 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 求職者，事業者，学校

関係機関等に向けて様々

な情報を発信してきまし

た。 

（課題等） 

・広報誌へのニーズの反

映 

（成果） 
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ハ 社会福祉法人・

事業所の人材採用

活動を支援しま

す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 障害者の福祉分

野での就労を促進

します。 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉法人・事業所と連携・協動し，よ

りよい人材の確保・定着に努めます。 

（イ） 福祉人材無料職業紹介事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ） 福祉・介護人材マッチング支援事業

の展開 

（ハ）職場体験事業 

（ニ）複数事業所連携事業の推進 

     

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（ホ）介護福祉士等修学資金貸付事業 

 「社会福祉法人へのネットワーク機能」活

用による社会福祉法人・施設での雇用の啓発

を図ります。 

 

 福祉の仕事に関する情報提供及び求

人・求職者への無料職業紹介所（福祉

人材センター）の啓発ができました。 

（実績）   

・ポスター         ９００枚 

・リーフレット     ５,０００部   

 

 

(概要) 

福祉の職場への職業紹介と斡旋を実施

しました。 

（実績） 

・職業紹介 

 新規求職登録      １，２０６件 

 新規求人登録     １，７５５件 

 紹介状発行        ４０４件 

 採用者数         １０４人 

 求職相談        ５，４４５件 

 求人相談        ５，３８１件 

○経営方針２-（１）-イ-（ロ）（再掲） 

 

○経営方針２-（１）-イ-（ハ）（再掲） 

（概要） 

事業の普及・調整をすることで，県

内の小規模な福祉・介護サービス事業

所の人材確保・育成の支援を行いまし

た。 

（実績） 

・各法人・団体等への働きかけ 

  パンフレット送付     ８０５件 

  事業所訪問等での案内   ２９件 

  事業への相談対応    １０９件 

ユニット形成支援  １７ユニット 

○経営方針１-（２）-イ-（ハ）（再掲） 

（概要） 

就業・生活支援センターとの連携によ

り雇用の啓発を図りました。 

（実績） 

・就職フェアにおける障害者相談ブー

スの設置 １１月 相談数  ５件 

・施設・事業所訪問  

障害者雇用状況の聞き取り  ８件 

事業所，学校，関係機

関等への情報提供をしま

した。 

（課題等） 

・新設事業所等への幅広

い啓発 

 

 

（成果） 

採用者の増 

２１年度  ９４人 

２２年度 １０４人 

（課題等） 

・福祉の仕事の経験のな

い中高年男性登録者等

のマッチング支援 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 地域の福祉関係者の横

のつながりが高まり，研

修に対する意識が高まっ

た。３月に報告会を行い，

意義が深まった。 

（課題等） 

・震災の影響もあり，次

年度事業希望者が減っ

ている。 

 

 

（成果） 

就職フェアにおける障

害者相談ブースの設置に

より，より多くの求職者

のニーズに対応すること

ができた。 

（課題等） 

・施設・事業所における

障害者雇用状況の把握 
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(2) 良 質

な 福 祉

サ ー ビ

ス を 支

え る 福

祉 人 材

の 育 成

を 強 化

します。 

 

イ 社会福祉従事者

の研修を実施しま

す。  

 

 

福祉人材育成のため，資格取得や専門性を

高める研修を効果的に企画し実施します。 

（イ）介護支援専門員関係研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）障害福祉関係研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（概要） 
介護支援専門員関係の資格取得や専

門性の高い研修を実施しました。 
（実績） 
○介護支援専門員関係研修 

・専門研修・更新研修（課程Ⅰ） 

        ６月，２回，３２９人 

・専門研修・更新研修（課程Ⅱ） 

        ８月，４回，４７１人 

 ・更新研修（実務未経験者） 

       １２月，２回，１７８人 

 ・主任介護支援専門委員研修 

        ８月，１回，１５３人 

 ・第 13回介護支援専門員実務研修 

受講試験  １０月，３，３３４人

（概要） 

障害者の相談支援に必要な援助技

術・知識の習得を目的に「初任者研修」

及び「現任研修」を実施しました。 
（実績） 

・障害者相談支援従事者研修 

・初任研修    ８～９月，９３人 

 ・現任研修     １０月，５１人 

 

 

 

 

（成果） 

専門性と実績ある研 
修講師を登用し，研修内

容とアセスメント方式が

定着してきており，全体

的に評価が高い研修事業

になった。 
（課題等） 
・５００人を超える試験

合格者対象実務研修を

年度内に終了するた

め，日程と会場確保 
 
 
 
（成果） 
障害者のケアマネジ 

メントを担う人材を広く

養成できた。 
（課題等） 
・初任者研修について,経
験浅い受講者が多くな

っており，演習等の効

果が上がる研修内容の

検討 
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（ハ）社会福祉従事者研修の実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ニ）介護研修センターが実施する研修 

a 介護講座 
 
 
 
 
 

  
 
 
b 県からの委託研修（制度の見直し等

に対応した高齢者福祉事業従事者の

ための専門講座・認知症・小規模多機

能など） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（概要） 
サービス管理責任者としての必要な

知識・技術の習得を目的に研修を実施

しました。 
（実績） 

・サービス管理責任者研修 

      １１月，５分野，３０２人 

 

 

 

 

（概要） 
知的障害者の就労支援の一環として 

２級課程と３級課程を実施しました。 
（実績） 
イ 知的障害者ホームヘルパー３級研    
 修 
…前期 7 月～８月 １３日間 ２１人 
…後期２月～３月 １１日間 １４人 

 ※震災のため,実習３日間が中止にな

り,次年度に実施することになる。 
ロ 知的障害者ホームヘルパー２級研

修…１２月～２月 ２８日間 １２人 
 

 

（概要） 
民生委員児童委員，保育所従事者，

社会福祉施設職員等を対象者のニーズ

の応じた研修を実施しました。 
（実績） 

○社会福祉従事者研修 

 ・社会福祉関係職員研修 

   ６月～２月，６回，１，１８７人 

 ・保健福祉行政関係者研修 

    ６月～１１月，８回，１９９人 

 ・社会福祉施設職員研修 

 ６月～１２月，２３回，２，２１８人 

 ・第三者サービス評価調査員養成研修 

 ２月，５日間，１４人（とがくら園） 

 

（概要） 

  介護研修センターが設定し開催する

研修会を実施しました。 

（実績） 

研修名 日数 受講者 

介護基礎講座   ４  ２３６ 

介護専門講座   ３  １９４ 

介護技術スキ

ルアップ講座 

  ８ ２０３ 

介護特別講座   ３  １１９ 

（概要） 

 制度の見直し等に対応した高齢者福

祉事業従事者のための専門講座・認知

症・小規模多機能型県委託研修をおこ

なっています。 

（実績） 

研修名 日数 受講者 

認知症介護実践

者研修 

１６ １１８ 

認知症介護実践

リーダー研修 

３０ ４５ 

認知症対応型サ

ービス事業管理

者研修 

   ４  ４６ 

認知症対応型サ

ービス事業開設

者研修 

 ２    ９ 

 

小規模多機能型

サービス等計画

作成担当者研修 

  ２   ２１ 

 

（成果） 
国研修了者を各分野の 

主任講師とし，演習にお

いて補助講師も配置する

ことにより，質の高い研

修に努めた。 
（課題等） 

・指定事業のため，受講費

のみによる事業実施に

なり，事業の採算性が課

題 
(成果） 

今年度の修了者から８

人が就職し，その内８人

が福祉関連等の就労に結

びついた。３級修了者の

２１人は，次年度２級受

講へ拡大に繋げることが

できた。 
（課題等） 
・２級研修については，

実習施設の確保と研修

講師の開拓 
・今後の３級課程の在り

方の検討 

（成果） 
社会福祉関係職員と 

社会福祉施設職員は，受

講率も高く，アンケート

評価においても効果が高

い研修である。 
（課題等） 
・受講者ニーズの把握と，

研修内容のより一層の

充実 
・社会福祉関係行政職員

研修については，受講

者が定員をかなり下回

る傾向にあり今後の実

施は要検討 

（成果） 

 介護における医療的視 

点をねらいとした講座を 

実施し，この視点は浸透 

してきました。 

（課題等） 

・研修の継続性 

・実践に結び付く研修の開

催 

 

（成果） 

  研修内容について毎回

講師間で振り返り・見直

しを行い，受講者から高

い評価を得ています。 

（課題等） 

・研修受講者にばらつきが

見られるので県と開催

研修会の検討 
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３．

福

祉

サ

ー

ビ

ス

利

用

者

等

の

権

利

擁

護

活

動

を

推

進

し

ま

す 

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 福 祉

サービ

ス利用

者等の

支援，

権利擁

護に取

り組み

ます。 

 

イ 日常生活自立支

援事業の充実を図

ります。 

 

 

ロ 権利侵害への対

応，発生防止に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 身体拘束廃止の

相談・研修を実施

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 福祉サービスに

係る苦情解決事業

の充実を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の人権が地域で保障されるよう自

立生活支援に取り組みます。  

（イ）福祉サービス利用援助 

（ロ）苦情解決制度の利用援助 

 

権利擁護事業・推進団体・成年後見制度に

関する現状を調査・研究し，課題をまとめ今

後の宮城における権利擁護のあり方につい

て検討します。 

 

 

 

 

 

 

高齢者権利擁護推進事業の取り組みとし

て，県より介護老人福祉施設 和風園が身体

拘束相談窓口を継続して受託し推進します。   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福祉サービス利用に関する運営適正化

委員会」を設置し，苦情解決の充実に取り組

みます。  

（イ） 運営監視合議体による日常生活自立

支援事業の調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ） 苦情解決合議体による「事実確認」

と適切な解決促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ） 事業者向け「苦情解決促進」に関す

る個別指導 

 

 

 

（ニ） 事業者向け・第三者委員向け研修の

開催 

 

 

 

 

 

○経営方針１-（２）-ロ（再掲） 

○経営方針３-（１）-ニ‐（イ）（再掲） 

 

（概要） 

 社協実践研究委員会において，「社協 

と成年後見」の研究を行ってきました。 

（実績） 

・生活支援型社協実践研究委員会におい

て，「社協と成年後見」の研究を継続

実施        毎月 １回開催 

 

 

 

（概要） 

 身体拘束を廃止していくためのケア

の工夫等について具体的な助言指導を

おこなうとともに，身体拘束廃止を含め

た高齢者権利擁護の取り組みを推進し

てきました。 

（実績） 

・相談件数／１８件 

・事例研修／     6/22，１２６人 

・看護職員研修／9/10，9/17 １４１人 

・権利擁護推進員養成研修／ 

10/4,10/25 ３１８人 

・出前研修／5/26,9/21,2/18,3/8 

              １６５人 

 

 

 

 

（概要） 

 日常生活自立支援事業の実施主体が

おこなう事業の透明性，公平性を担保

し，事業の適正な運営を確保するために

調査をおこなってきました。 

（実績） 

 運営監視合議体の開催 

６月,７月,９月,１１月,１月,３月 

          計６回 

 運営監視合議体委員による巡回調査 

 １１月３０日,１２月３日,１２月１

４日，１月１９日,１月２６日 計５回 

（概要）  

 福祉サービス利用者等からの苦情解

決に向けて，必要な調査，助言，あっせ

ん等をおこなってきました。 

 （実績） 

・苦情解決合議体の開催 

 ４・６・７・９・１０・１１・１・ 

３月           計 ８回 

・巡回訪問の実施        ４回 

 

（概要） 

 事業者に苦情解決に向けての方策を

理解してもらいました。 

（実績） 

・８事業所等へ事実確認調査の実施 

（概要） 

 事業者・第三者委員に苦情解決に向け

ての方策を理解してもらいました。 

（実績） 

・事業者対象研修 ９月１３日アエル 

       参加者    ２７４人 

・第三者委員対象 

 ９月２日 東京エレクトロンホール 

       参加者    １３７人 

 

 

 

 

 

（成果） 

 現状の理解が深まり各

社協の法人の法人後見へ

の取組が積極的になりま

した。 

（課題等） 

・困難ケースに対応して

いくための連絡会の継

続開催 

 

（成果） 

 身体拘束廃止を含めた

高齢者権利擁護の取組み 

の意識の高揚に結びつい

た。 

（課題等） 

・事例検討会の開催増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 
運営監視合議体委員に

よる現地調査を実施する

ことで，適正な運営の確

認ができた。 
（課題等） 

・今後も適正な運営を確保

するため，運営監視合議

体委員の現地調査の継

続 
 
 
（成果） 
苦情解決合議体委員が

各事業所を訪問し苦情解

決体制の整備状況等を確

認した。 
（課題等） 
・今後も苦情解決体制の

確立のため苦情解決合

議体委員の巡回訪問の

継続 
（成果） 
・定員を上回る応募があ

り，会場の許す範囲で参

加していただき，苦情解

決の仕組みの理解を得る

事が出来た。 
（課題） 
・苦情解決の理解を得る

ため今後も継続 
・多数参加できる会場の

確保 
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(2)福祉サ

ー ビ ス

の 質 の

向 上 に

努 め ま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 福祉サービス第

三者評価事業を推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 介護サービス情

報の公表をとおし

介護サービスの質

の向上に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

ハ 福祉サービス事

業者への相談支

援，人材育成支援

等とおしサービス

の質の向上に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第三者による客観的な評価事業をとおし，

提供するサービスの質の向上と利用者のサ

ービス選択に資するため，事業の普及・啓発

を推進します。 

（イ）広報媒体の活用等による本事業の広 

報・啓発 

 

 

 

 

 

 

（ロ）普及啓発セミナーの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）評価事業の実施 

 

 情報の公表をとおし利用者本位の事業者

選択が可能となるので，事業者のサービスの

質の向上の支援に努めます。 

（イ）介護サービス情報調査事業 

（ロ）介護サービスの内容や運営状況等の情 

報提供 

 

 

 

 

 

 事業者からの経営等の相談に対し，専門的

な助言や研修等をとおし，福祉人材の確保・

育成，経営改善等の支援を行い，サービスの

質の向上に努めます。 
（イ）社会福祉事業経営指導事業による相談 

支援の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）複数事業所連携事業の実施 

（ハ）福祉サービス第三者評価事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 広報媒体の活用等による本事業の広 

報・啓発に努めてきました。 

（実績） 

・本会ホームページやＷＡＭＮＥＴ 

 パンフレット送付２回／１４６か所 

 

 

（概要） 

 事業の普及啓発のために研修会を開

催しました。 

（実績） 
・「社会福祉施設経営者セミナー」 

           ９月／５７人 

 

 

 

 

○３－（２）―ハ―（ハ）再掲 

 

（概要） 

利用者による介護サービス事業所の 

選択を支援することを目的とし，県指 

定調査機関として介護サービス事業所 

の基本的な事項やサービスの内容，運 

営等情報を中立・公正な立場から調査 

をおこない，県指定情報公表センター 

から情報を公表してきました。 

（実績） 

・調査実施        ３８０件 

 

 

 

 

 

 （概要） 

 基本的な相談は「一般相談」，より専

門的もしくは個別的なものは専門相

談で対応し，相談の多い案件は集団相

談を実施してきました。 

 （実績） 

・相談件数 

一般相談 ３５２件 

専門相談    ７８件 

集団相談指導     １件 

・経営相談Ｑ＆Ａ（相談事例紹介）の 

作成，発行 １回／２６２か所 

○２－（１）－ハ―（ニ）再掲 

（概要） 

  福祉サービス第三者評価事業の実

施により，福祉サービス利用者等の支

援・権利擁護活動の推移を図りまし

た。また，本評価機関（評価調査者）

の質の向上に向けた取組みを行いま

した。 

（実績） 
・評価機関としての体制整備 

  評価機関の認証更新 ３ヶ年 

  評価料金の改正 

・第三者評価普及キャンペーンの実施

（期間・数限定） 

・評価実施 

 保育所１か所：仙台保育所こじか園 

・評価調査者の質の担保 

 「保育所模擬評価研修」 

           全４回／７人 

 

 

 

 

（成果） 

 事業への問合せは増え

たが，本評価機関の評価

対象外の種別事業所が大

半である。 

（課題等） 

・受審につながる案内手

段の工夫 

（成果） 

 本評価機関の評価対象

事業所に限らず，評価制

度を周知する機会になっ

た。 

（課題等） 

・経営者への継続的な働

きかけ 

・保育所限定の研修会開

催の検討 

 

 

（成果） 

 介護サービス事業所の

質の確保に努めてきまし

た。 

（課題等） 

・事業実施の国や県の動

向 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 前年度より１割の相談

件数の増で，特に企業や

一般の方による法人設

立・事業所開設の相談が

増えた。 

（課題等） 

・担当職員の質の担保 

・経営協等との連携によ

る事業所の実態把握 

 

 
 
（成果） 
 初の保育所評価を行う

にあたり重点的に研修の

企画実施したことで，評

価調査者の質が向上し

た。 
（課題等） 
・本会職員以外の評価調

査者と収入源の確保 
・本会としての本事業の

将来的な方向性の検討 
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ニ 福祉ＱＣ活動を

普及します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉ＱＣ活動を他の福祉施設，市町村社協

にも普及し，福祉サービスの質の向上に努め

ます。 

（イ）活動推進のための研修会開催 

（ロ）活動事例集の発行 

（ハ）活動発表会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・「宮城県社協評価調査者フォローアッ

プ研修」１回／１２人 

 

（概要） 

福祉ＱＣ活動を他の福祉施設，市町

村社協にも普及し，福祉サービスの質

の向上に努めました。また，利用者の

サービスの質の向上と人材育成を目指

して，法人全体で取り組みました。 

（実績） 

（イ）活動推進のための研修会開催 

・福祉ＱＣサークル管理・監督者リ

ーダー研修…７月，１回，２１人 

（ロ）事例集発行   

…３月 ３００部 

（ハ）活動発表会の開催 

・福祉ＱＣサークル発表会 

…３月９４人 
 

 
 
 
（成果） 
福祉ＱＣ活動の取り組 

みを通し，利用者へのサ

ービスの質の向上と職員

の人材育成が図られた。 
（課題） 
・福祉ＱＣ活動がマンネ

リ化傾向にならないよ

うに継続的な研修等の

強化 
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４．

指

定

管

理

施

設

等

の

適

正

な

運

営

を

行

い

ま

す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 1 )福祉

サ ー ビ

ス の 向

上 及 び

施 設 の

効 率 的

か つ 効

果 的 な

管 理 運

営 に 努

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 利用者の生活の

質の向上に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ セーフティネッ

ト機能を発揮しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別支援計画に基づく支援等をとおし，利

用者の生活の質の向上に努めます。 

（イ）リスクマネジメントの推進 

（ロ）権利擁護の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）外部評価の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二）個人情報の保護，管理の徹底 

（ホ）各種マニュアルの見直し・整備 

（へ）福祉ＱＣ活動の推進（再掲） 

 

緊急的な支援を必要とする方々を受け入

れます。 

（イ）虐待や処遇困難な障害者等の受け入れ 

（ロ）災害時の被災者の受け入れ 

 

 

 

 

 

 

 

○経営方針５-（１）-イ‐（ロ）(再掲)   

（概要） 

 利用者がサービスを利用する過程に

おいて適切なサービスを提供し，その

上で利用者の人権，権利を明確に遵守

し，自立と社会参加を推進してきまし

た。また，障害（知的障害，精神障害，

痴呆など）により判断能力が十分でな

い方が，不利益を被らないように家庭

裁判所に申し立てをおこない，その方

を援助してくれる人を付けてもらう制

度です。 
（実績） 

・平成２２年度版具体的行動計画の見

直しと実践         全施設 

・後見人          ３９人 

・補佐人                     ４人 

（概要） 

平成２２年度第三者による外部評価 

を実施し，サービスの質の向上を目指

しました。また，評価結果についてホ

ームページにて公表します。 

（実績） 

・全施設で評価実施   

 

 

 

 

   

○経営方針５-（２）-イ（再掲） 

  

 

 

 

（概要） 

 関係機関等と協議し，虐待や処遇困

難な障害者等を緊急一時保護等で受け

入れて，生活（自立）支援をおこない

次のライフステージへ円滑に移行でき

るよう努めています。 

（実績） 

・虐待           １４人 

・災害           ２７人 

・レスパイト等      ３６３人 

 

 

 

（成果） 

 施設毎に具体的な行動

計画を見直すことで，行

動規範の確認に結び付け

てきました。 

また，成年後見制度活

用については，個別に対

応しました。 

（課題等） 

・具体的行動計画の周知

と徹底 

・成年後見制度は本人以  

 外の家族等への同意 

 

 

 

（成果） 

 施設における自己評価

を基に外部評価を受け，

その評価結果に基づき是

正・改善を行いました。

また，ホームページに評

価結果を公表します。 

（課題等） 

・評価者の研修を受けた

福祉サービス第三者評

価事業の受診 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 利用者の権利を養護し

ながら次のライフステー

ジに結び付けていきまし

た。 

（課題等） 

・利用者の権利擁護 

・利用者のニーズと家族  

 等その他のニーズとの

すり合わせ 

 

 

 

分冊 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 適正な財務管理

等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 職員の資質の向

上に努める。 

 

 

 施設の状況を把握し，適正な運営を行いま

す。 

（イ） 適正な財務管理 

 

 

 

 

 

（ロ）建物・設備等の適切な保守管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員の資質の向上に努めます。 

（イ）ＯＪＴの充実 

 

 

 

 

 

 

（ロ）職員研修の充実・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 施設の運営状況を的確に把握し，適

正な財務管理をおこなっています。 

（実績） 

・月次報告の提出 

 

（概要） 

指定管理に関する委託契約に基づ

き，施設の建物・設備等の適切な保守

管理に努めています。 

（実績） 

・建物，防災設備の自主点検と業者委

託による保守点検全施設 

・年次計画による建物等の改修全施設 

   

 

（概要） 

 職務を通じての職員の資質の向上に

努めました。 

（実績） 

 職務を通じて，または職務と関連させ

ながら実務研修を行ってきました。 

              全施設 

（概要） 

 「ＯＪＴ」の他に「ＯＦＦ－ＪＴ」，「Ｓ

ＤＳ」の形態で職員の資質の向上を図っ

てきました。 

（実績） 

全施設 

 

 

 

（成果） 

 月次財務諸表に基づ

き，適正な財務管理を行

いました。 

（課題等） 

 より綿密な経営分析 

（成果） 

 県と連携をとりなが

ら，建物・設備の整備を

行いました。 

 

（課題等） 

 震災の被害を受けた建

物・設備の修繕 

 

 

（成果） 

 職務を通じて，または

職務と関連させながら職

員の資質の向上に努めて

きました。 

（課題等） 

 

（成果） 

 多様な形態で職員の資

質の向上に努めてきまし

た。 

（課題等） 

・交代制勤務における研

修の場の確保 

 

５． 

適

正

な

法

人

運

営

と

運

営

基

盤

の

強

化

を

図

り

ま

す

。 

 

 

(1) 経 営

機 能 の

充実・強

化 を 図

り，主体

的・効率

的 経 営

の 確 立

に 努 め

ます。 

 

イ コンプライアン

ス（倫理・法令遵

守）経営の確立を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質の高いサービスを提供するとともに，経

営上のリスク管理の徹底を図り，法人が提供

する福祉サービスに対する相談・苦情等に適

切な対応に努める等，より適正な法人運営を

目指し，コンプライアンス（倫理・法令遵守）

経営を推進します。 

（イ）規則・規程・倫理綱領具体的行動計画

等の整備とその実践による業務推進 

 

 

 

 

  

 

 

（ロ）リスクマネジメントの推進 

  経営上のリスクや福祉サービスにお

ける事故等に備えます。 

ａ 適正な予算執行，資金管理の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ ヒヤリ・ハット体験報告の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 規則・規程等の速やかな改正を行い，

より適正な法人運営を目指してきまし

た。 

（実績） 

・職員就業規則，文書規程，職員定年   

 退職の再雇用規程，臨時職員等就業

規程等の一部改正 

 

 

 

 

（概要） 

適正な予算執行，資金管理の実施に 

努めました。 

（実績） 

・月次報告の提出と確認  毎月実施 

・資金管理委員会の開催 

    ６・８・９・１・３月，５回 

・監事による事務局，施設（巡回含む。）

監査の実施 

       年２回，５月決算監査 

１１月，年度中間監査 

（概要） 

 ヒヤリ・ハット体験報告の集積と要

因分析を行い，提供するサービスの質

の向上に努めました。 

 また，部会，研修会の開催により職

員のリスクマネジメント意識の向上に

努めました。 

（実績） 

・ヒヤリ・ハット事例の集積と要因分

 

 

 

 

 

 

（成果） 

業務推進のため業務実

態・諸制度改正に適合し

た規則等の改正を行いま

した。 

（課題等） 

・福祉情勢や労働環境を

含めた社会情勢の変化

に迅速かつ適正な対応 

 

 

 

(成果） 

適正な予算執行と適正

な資金管理を実施しまし

た。 

（課題等） 

・より積極的・有効的な

執行管理 

 

 

 

 

（成果） 

 体験報告の集積と要因

分析を行い，提供するサ

ービスの質の向上に努め

ました。 

（課題等） 

・精度の高い要因分析 

・分析結果のサービス提

供への反映 
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ロ 適正な財務管理

に基づき経営を行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 交通事故，労働災害の発生防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ 個人情報の保護，管理の徹底 

 

 

 

 

 

（ハ）サービスの質の向上 

ａ 施設サービス外部評価の充実・強化 

を図り，サービスの質の見直し・改善 

ｂ 福祉ＱＣ活動による業務改善の推進 

ｃ 各種マニュアルの見直し・整備 

 

 

 

 

 

 

（ニ）職員提案，相談・苦情解決制度の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）セクシュアルハラスメント防止の徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（へ）事業報告書，財務諸表，サービス評価

結果等の開示による経営の透明性の

確保 

 

 

 

 

 

 経営状況を把握し，将来の事業展開を見据 

えた財務管理を行います。 

（イ）財務分析に基づく経営計画の策定と実 

析  

  ヒヤリ・ハット件数  ８９３件 

  事故         １０２件 

・リスクマネジメント部会 

       ６・１１・２月，３回 

・リスクマネジメント研修会  

    ８月２回，２月１回，計３回 

（概要） 

事務局及び施設に安全運転管理者を 

配置し交通事故防止に努めました。 

また，産業医の配置により職員のメ 

ンタルケアの充実に努めました。 

（実績） 

・交通事故発生状況の周知と事故防止

啓発  ４・７・１０・１月，４回 

・産業医によるメンタルケア相談の実

施 

（概要） 

 個人情報保護規程に基づき，個人情 

報保護に努めました。 

（実績） 

・個人情報保護規程に基づき，適正な

保護及び管理を行いました。 

 

○経営方針４-（１）-イ‐（ハ）再掲 

 

○経営方針５-（２）-イ‐（ロ）再掲 

（概要） 

 事業実施に関わる規則改正やヒヤ 

リ・ハット体験報告の要因分析等に基 

づき迅速な見直し・整備に努めました。 

（実績） 

・随時実施 

 

(概要) 

 提供するサービスについて，利用者， 

家族，業者及び職員等からの相談・苦 

情の対応のため規程を整備し，相談者 

のプライバシー保護に充分配慮し，迅 

速な対応に努めました。 

（実績） 

・なんも相談部会 

６・８・１１月，３回 

・相談及び苦情   ３２件全て解決 

（概要） 

 職場でのセクシャルハラスメントを 

防止し働きやすい職場作りに努めまし 

た。 

（実績） 

・セクシュアルハラスメント防止部会         

６・１１・２月，３回 

・「平成 22 年度セクシュアルハラスメ

ント再発防止対策」の策定通知  

５月 

・新規採用職員，実習生に対するセク

シュアルハラスメント防止制度の説

明 

・ＤＶＤ研修      全職員対象 

 ※震災後鑑賞予定者が一部未実施 

（概要） 

 事業報告書等をホームページ，広報 

誌等で公開し，経営の信頼性・透明性 

の確保に努めました。 

（実績） 

・事業報告，決算書等について，ホー

ムページ等にて開示 

 

（概要） 

経営状況を把握し，将来の事業展開を

見据えた財務管理に努めました。 

・リスク管理意識の徹底 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 事故防止に努めまし

た。 

（課題等） 

・より一層の事故防止意

識の向上 

 

 

 

 

（成果） 

 個人情報保護意識の向

上に努めました。 

（課題等） 

・より一層の個人情報保

護意識の向上 

 

 

 

 

（成果） 

 年度初めに各種マニュ

アルを見直すことで業務

内容の確認が図られた。 

（課題等） 

・迅速な見直しと職員 

への周知徹底 

（成果） 

 相談及び苦情の内容を

分析検討することで，業

務の見直しや提供するサ

ービスの質の向上に結び

付きました。 

（課題等） 

・意思疎通困難な利用者

の声の反映 

 

（成果） 

 部会や研修会をとおし

セクシャルハラスメント

に対する認識が深まりま

した。 

（課題等） 

・より相談しやすいシス

テムの検討 

 

 

 

 

 

 

 

（成果）  

 様々な手段で法人経営

情報を提供し，経営の透

明性が確保できました。 

（課題等） 

・より一層の経営の透明

性の確保 

 

（成果）  

 計画的な予算の執行管

理を行い，経営基盤の強

 

 

 

 

 

 

 

1-61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-62 
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ハ  経営機能の充

実・強化を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 中長期ビジョン

を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

へ 民間移譲及び指

定管理者公募へ応

募します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  施 

（ロ）予算の効果的，効率的な執行 

（ハ）積立金，引当金，事業資金等の計画的 

確保による経営基盤の強化 

 

（ニ）経営分析によるコスト管理 

 

主体的・効率的経営の確立のため，県社協

の役割を認識し，経営機能の充実・強化を図

ります。 

（イ）理事会，評議員会の開催 

（ロ）監事監査の定期的実施 

 

 

 

 

 

（ハ）職員会議の実施 

 

 

 

 

 

（ニ）事業評価 

 

 

経営分析（財務状態分析・人事給与分析

等）を行い，県社協中長期経営プラン及び

（仮称）県社協中長期活動プランを策定し 

ます。 

（イ）県社協中長期経営プラン 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）（仮称）県社協中長期活動プラン 

 

 

 

 

 

 

 

 宮城県が公表した県立施設のあり方報告

書（平成２１年３月）等に基づいて，応募し

ました。 

（１）民間移譲 

（イ）救護施設「宮城県太白荘」 

（ロ）特別養護老人ホーム「宮城県和風 

園」 

（ハ）養護老人ホーム「宮城県偕楽園」 

 

 

 

 

 

 

（２）第二期指定管理 

（イ）知的障害者入所更生施設「宮城県第

二啓佑学園」 

（ロ）知的障害者入所更生施設「宮城県船

形コロニー」 

（ハ）在宅心身障害者保養施設「宮城県七

ツ森希望の家」 

（ニ）知的障害児施設「宮城県啓佑学園」 

（ホ）岩沼市障害者地域活動支援センター

「やすらぎの里」 

（実績） 

・月次報告による予算執行確認  毎月 

・事業評価による評価 

 事務局事業７・８月，施設事業８月 

・資金管理委員会 

○経営方針５-（１）-イ‐（ロ）（再掲） 

 

 

（概要） 

主体的・効率的経営の確立のため，

県社協の役割を認識し，経営機能の充

実・強化を図りました。 

（実績） 

各種会議等の開催 

・理事会   ４・５・１２月，３回 

・評議員会    ５・１２月，２回 

・監事監査    ５・１１月，２回 

・正副会長会議５・８・１１月，３回 

・経営会議       ９月，１回 

・経営企画委員会  

５・７・８（２回）月，４回 

・施設長会議  

４・５・６・７・８・９・１０（２

回）・１１・１２月，１０回 

・事業評価 

○経営方針５-（１）-イ‐（ロ）（再掲） 

 

 

 

 

（概要） 

 中長期経営プランを策定して，それ

に基づく事業の進行管理を行いまし

た。 

（実績） 

・中長期経営プラン    ５月策定 

・進行管理集計   ９・３月，２回 

※３月分は，集計中です。 

（概要） 

 地域福祉の推進を支援する（仮称） 

県社協中長期活動プランを策定予定で 

した。 

（実績） 

・内部検討のみで策定にいたりません

でした。 

 

 

 

 

（概要） 

 平成２３年度から民間移譲する県立

社会福祉施設の公募があり，応募しま

した。 

（実績） 

・応募した結果，移譲先と決定した。 

・東日本大震災により施設に修繕を要

する被害害が発生したため，土地，

建物，物品は１年間の無償貸与とな

り，次年度改めて移譲契約を締結す

ることとなる。 

（概要） 

 平成２３年度から５年間の第二期指

定管理の公募があり，応募しました。 

（実績） 

・応募した結果，委託先と決定した。 

・東日本大震災によりサービスの実施

主体である市町村がダメージを受け

たため，当面の間，新体系に移行せ

ず平成２２年度と同様の支援体制で

の運営となった。 

化に努めました。 

（課題等） 

・精度の高い経営分析及

びコスト管理 

 

 

 

 

 

（成果）  

 議決機関としての理事

会・諮問機関としての評

議員会で，経営に係る重

要な事項について審議し

経営機能の充実が図られ

ました。 

（課題等） 

・より効率的な各種会議

等の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果）  

 新たな人事制度を包含

した中長期経営プランを

作成しました。 

（課題等） 

・新たな人事制度の実現

に向けた具体的な実施

の検討 

（成果） 

 内部検討のみで策定に

いたりませんでした。 

（課題等） 

・外部意見の集約の方法 

 

 

 

 

 

 

（成果）  

 移譲を受けて自主運営

施設となりました。 

（課題等） 

・民間施設として主体

的・効率的経営の確立 

 

 

 

 

 

（成果）  

 継続して受託すること

に決定しました。 

（課題等） 

・次期指定管理を目指し

提供するサービスの更

なる質の向上 
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（へ）岩沼市知的障害者通所授産施設「ひ

まわりホーム」 

（ト）岩沼市知的障害者自立生活体験学習

施設「トレーニングホームたてした」 

 

 

 

(2) 時 代

の ニ ー

ズ に 対

応 で き

る 組 織

作 り を

目 指 し

ます。 

 

イ 人材の確保と職

員の育成に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 人事制度の見直

しを行います。 

 

職員研修体系に基づく，職員研修を実施し

ます。 

（イ）幹部職員等のスキルの向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）福祉ＱＣサークル活動の推進 

（ハ）研修担当職員の資質向上 

 

 

 

 

 

（ニ）自主研究グループ活動の活性化 

 

 

 

 

 

 

キャリアップ体系を構築し，給与制度，人

材育成制度，人事考課制度等が連動した新た

な人事制度を検討します。 

 

 

（概要） 

 職員研修計画に基づき，職員のスキ

ル向上に努めました。 

（実績） 

研修 開催日及び参加

者 

初任職員研修 ４月，２回 

  →４５人 

一般職員研修 ５月～６月 

２回→３８人 

中堅職員研修 ９月～10月 

１回→１２人 

監督職員研修 ８月～９月 

１回→２０人 

管理者研修 ６月,１月 

２回→４３人 

特別研修 ７月～２月 

４回，257人 

○経営方針３-（２）-ニ（再掲） 

（概要） 

 提供するサービスの質の向上のた

め，研修担当職員の資質の向上に努め

ました。 

（実績） 

・研修担当職員研修会 １２月，４人 

（概要） 

 専門性の向上に向け，選抜職員によ

る研究活動を奨励しました。 

（実績） 

 ○経営方針３-（２）-ニ（再掲） 

 

 

（概要） 

 中長期経営プランの策定によりキャ

リアアップ体系を構築することにより

新たな人事制度を検討することとなり

ました。 

（実績） 

 人材育成・研修課と連携しながら，

専門的検討機関を次年度から設置する

こととした。 

 

 

（成果）  

 職員研修体系に基づい

た，各種階層別・専門研

修を実施し，職員の資質

向上に努めました。 

（課題等） 

・新たな人事制度に包含

されたスキルアップ制

度の確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 研修担当職員の資質の

向上に努めました。 

（課題等） 

・研修体系の精査 

・求められる職員像の検

討 

（成果） 

 選抜された職員による

活動の専門性が深められ

ました。 

（課題等） 

・研究活動の浸透と拡大 

 

（成果） 

 体系化するべき階層別

キャリアパスのイメージ

が明確になりました。 

（課題等） 

・複雑で相互的に交錯し

合う体系作りのために

要する相当規模の知識

と時間 
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(3)先駆

的事業 

・モデ

ル的事

業を推

進しま

す。 

イ 先駆的事業・モ

デル的事業を調

査・研究し，試行

実践を行います。 

 モデル的事業として，試行します。 

（イ)市町村社協等との協働による試行事業 

（ロ）職員提案による試行事業 

 

 

  


	宮城いきいき学園の受講生・卒業生を含めた地域のシニア層の方々の，地域活動，ボランティア・市民活動への参加を促進します。

